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（訂正）「単独株式移転による持株会社体制への移行に関するお知らせ」の一部訂正について 

 

2022 年５月 19 日に公表いたしました「単独株式移転による持株会社体制への移行に関するお知らせ」につきまし

て、一部誤りがありましたので、下記のとおり訂正いたします。なお、訂正箇所には下線を付しております。 

 

記 

 

【訂正前】 

当社は、2022 年４月28 日開催の取締役会において、持株会社体制への移行について検討開始することを決議

し、同日付で「持株会社体制への移行の検討開始に関するお知らせ」を公表いたしましたが、本日開催の取締役

会において、2022 年６月23日開催予定の定時株主総会における承認及び必要な関係当局の認可等が得られるこ

とを前提として、2022 年10月４日（予定）を効力発生日として、当社単独による株式移転（以下「本株式移

転」といいます。）により持株会社である「株式会社テリロジーホールディングス」（以下「持株会社」といいま

す。）を完全親会社とした持株会社体制への移行を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本株式移転は、当社による単独の株式移転であるため、開示事項・内容を一部省略して開示しておりま

す。 

 

１．単独株式移転による持株会社体制への移行の目的 

なお、本株式移転に伴い、当社は持株会社の完全子会社となりますため、当社株式は上場廃止となりますが、

当社の株主の皆様に当社株式の対価として新たに交付される持株会社の株式につきましては、株式会社東京証券

取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）スタンダード市場への新規上場（テクニカル上場）の申請を行

う予定であります。上場日は、東京証券取引所の審査によりますが、持株会社の設立登記日（本株式移転の効力

発生日）である2022年10月４日を予定しており、実質的に株式の上場を維持する方針です。 

 

２．持株会社体制移行の手順 

当社は、次の方法により、持株会社体制への移行を実施する予定です。 

［第１段階］単独株式移転による持株会社設立 

2022年10月４日を効力発生日として、本株式移転により持株会社を設立することで、当社は、持株会社の完

全子会社となります。 

 

３．本株式移転の要旨 

(１) 本株式移転の日程 

定時株主総会基準日    2022 年３月31日（木） 

株式移転計画承認取締役会   2022 年５月19日（木） 

株式移転計画承認定時株主総会   2022 年６月23日（木）（予定） 

当社株式上場廃止日    2022 年９月30日（金）（予定） 



持株会社設立登記日（効力発生日）  2022年10月４日（火）（予定） 

持株会社株式上場日    2022年10月４日（火）（予定） 

 

 ただし、本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により日程を変更することがあります。 

 

(５) 持株会社の新規上場に関する取扱い 

当社は、新たに設立する持株会社の株式について、東京証券取引所スタンダード市場への新規上場（テクニ

カル上場）を申請する予定であり、上場日は、2022年10月４日を予定しております。また、当社は本株式移転

により持株会社の完全子会社となりますので、持株会社の上場に先立ち、2022年９月30日に東京証券取引所ス

タンダード市場を上場廃止となる予定です。 

なお、上場廃止日につきましては、東京証券取引所の規則に基づき決定されるため、変更される可能性があ

ります。 

 

 

【訂正後】 

当社は、2022 年４月28 日開催の取締役会において、持株会社体制への移行について検討開始することを決議

し、同日付で「持株会社体制への移行の検討開始に関するお知らせ」を公表いたしましたが、本日開催の取締役

会において、2022 年６月23日開催予定の定時株主総会における承認及び必要な関係当局の認可等が得られるこ

とを前提として、2022 年11月１日（予定）を効力発生日として、当社単独による株式移転（以下「本株式移

転」といいます。）により持株会社である「株式会社テリロジーホールディングス」（以下「持株会社」といいま

す。）を完全親会社とした持株会社体制への移行を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本株式移転は、当社による単独の株式移転であるため、開示事項・内容を一部省略して開示しておりま

す。 

 

１．単独株式移転による持株会社体制への移行の目的 

なお、本株式移転に伴い、当社は持株会社の完全子会社となりますため、当社株式は上場廃止となりますが、

当社の株主の皆様に当社株式の対価として新たに交付される持株会社の株式につきましては、株式会社東京証券

取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）スタンダード市場への新規上場（テクニカル上場）の申請を行

う予定であります。上場日は、東京証券取引所の審査によりますが、持株会社の設立登記日（本株式移転の効力

発生日）である2022年11月１日を予定しており、実質的に株式の上場を維持する方針です。 

 

２．持株会社体制移行の手順 

当社は、次の方法により、持株会社体制への移行を実施する予定です。 

［第１段階］単独株式移転による持株会社設立 

2022年11月１日を効力発生日として、本株式移転により持株会社を設立することで、当社は、持株会社の完

全子会社となります。 

 

３．本株式移転の要旨 

(１) 本株式移転の日程 

定時株主総会基準日    2022 年３月31日（木） 

株式移転計画承認取締役会   2022 年５月19日（木） 

株式移転計画承認定時株主総会   2022 年６月23日（木）（予定） 

当社株式上場廃止日    2022 年10月28日（金）（予定） 

持株会社設立登記日（効力発生日）  2022年11月１日（火）（予定） 

持株会社株式上場日    2022年11月１日（火）（予定） 

 

 ただし、本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により日程を変更することがあります。 

 

 

 



(５) 持株会社の新規上場に関する取扱い 

当社は、新たに設立する持株会社の株式について、東京証券取引所スタンダード市場への新規上場（テクニ

カル上場）を申請する予定であり、上場日は、2022年11月１日を予定しております。また、当社は本株式移転

により持株会社の完全子会社となりますので、持株会社の上場に先立ち、2022年10月28日に東京証券取引所

スタンダード市場を上場廃止となる予定です。 

なお、上場廃止日につきましては、東京証券取引所の規則に基づき決定されるため、変更される可能性があ

ります。 

 

以 上 


